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損害賠償請求訴訟

不法行為に基づく損害賠償における
遺族補償年金の損益相殺的調整について

−最判平成27年3月4日金融・商事判例1466号24頁、
自動車保険ジャーナル1938号1頁、

労働判例1114号7頁、保険毎日新聞2015年7月30日
弁護士　長野浩三

1�　はじめに
　交通事故などの不法行為に基づく損害賠償請求事件
においては、被害者が死亡した場合には、労災給付と
して、遺族補償年金が支給される事案がある。交通事
故などの不法行為に基づく損害賠償請求債務は、発生
と同時に遅滞に陥るとされているので（最判昭和37年9
月4日民集16巻9号1834頁）、事故日からの遅延損害金
にこの年金が充当されるのか、が問題となる。
　なお、御池ライブラリー 38号の拙稿では、遺族補
償年金のほか、自賠責保険金、障害年金等についての
充当関係について判例を紹介しているので参照された
い。

2�　本判決の内容
　本判決は、下記のとおり判示して、労働者災害補償
保険法に基づく遺族補償年金等によりてん補される損
害について、事故時から遅延損害金が既に発生してい
るとして、同保険金等がその支払時における損害金の
元本及び遅延損害金の全部を消滅させるに足りないと
きは、まず遅延損害金の支払債務に充当されるべきで
あるとした最判平成16年12月20日判例タイムズ1173号
154頁につき判例変更した。
　「被害者が不法行為によって死亡し、その損害賠償
請求権を取得した相続人が不法行為と同一の原因に
よって利益を受ける場合には、損害と利益との間に同
質性がある限り、公平の見地から、その利益の額を相
続人が加害者に対して賠償を求める損害額から控除す
ることによって損益相殺的な調整を図ることが必要な
ときがあり得る（最高裁昭和63年（オ）第1749号平成5年
3月24日大法廷判決・民集47巻4号3039頁）。そして、
上記の相続人が受ける利益が、被害者の死亡に関する
労災保険法に基づく保険給付であるときは、民事上の
損害賠償の対象となる損害のうち、当該保険給付によ
る填補の対象となる損害と同性質であり、かつ、相互
補完性を有するものについて、損益相殺的な調整を図

るべきものと解される（最高裁昭和58年（オ）第128号同
62年7月10日第二小法廷判決・民集41巻5号1202頁、最
高裁平成20年（受）第494号・第495号同22年9月13日第
一小法廷判決・民集64巻6号1626頁、最高裁平成21年

（受）第1932号同22年10月15日第二小法廷判決・裁判集
民事235号65頁参照）。
　労災保険法に基づく保険給付は、その制度の趣旨目
的に従い、特定の損害について必要額を填補するため
に支給されるものであり、遺族補償年金は、労働者の
死亡による遺族の被扶養利益の喪失を填補することを
目的とするものであって（労災保険法1条、16条の2か
ら16条の4まで）、その填補の対象とする損害は、被害
者の死亡による逸失利益等の消極損害と同性質であ
り、かつ、相互補完性があるものと解される。他方、
損害の元本に対する遅延損害金に係る債権は、飽くま
でも債務者の履行遅滞を理由とする損害賠償債権であ
るから、遅延損害金を債務者に支払わせることとして
いる目的は、遺族補償年金の目的とは明らかに異なる
ものであって、遺族補償年金による填補の対象となる
損害が、遅延損害金と同性質であるということも、相
互補完性があるということもできない。
　したがって、被害者が不法行為によって死亡した場
合において、その損害賠償請求権を取得した相続人が
遺族補償年金の支給を受け、又は支給を受けることが
確定したときは、損害賠償額を算定するに当たり、上
記の遺族補償年金につき、その填補の対象となる被扶
養利益の喪失による損害と同性質であり、かつ、相互
補完性を有する逸失利益等の消極損害の元本との間
で、損益相殺的な調整を行うべきものと解するのが相
当である。

（2）　ところで、不法行為による損害賠償債務は、不
法行為の時に発生し、かつ、何らの催告を要すること
なく遅滞に陥るものと解されており（最高裁昭和34年

（オ）第117号同37年9月4日第三小法廷判決・民集16巻9
号1834頁参照）、被害者が不法行為によって死亡した
場合において、不法行為の時から相当な時間が経過し
た後に得られたはずの利益を喪失したという損害につ
いても、不法行為の時に発生したものとしてその額を
算定する必要が生ずる。しかし、この算定は、事柄の
性質上、不確実、不確定な要素に関する蓋然性に基づ
く将来予測や擬制の下に行わざるを得ないもので、中
間利息の控除等も含め、法的安定性を維持しつつ公平
かつ迅速な損害賠償額の算定の仕組みを確保するとい
う観点からの要請等をも考慮した上で行うことが相当
であるといえるものである。
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　遺族補償年金は、労働者の死亡による遺族の被扶養
利益の喪失の填補を目的とする保険給付であり、その
目的に従い、法令に基づき、定められた額が定められ
た時期に定期的に支給されるものとされているが（労
災保険法9条3項、16条の3第1項参照）、これは、遺族
の被扶養利益の喪失が現実化する都度ないし現実化す
るのに対応して、その支給を行うことを制度上予定し
ているものと解されるのであって、制度の趣旨に沿っ
た支給がされる限り、その支給分については当該遺族
に被扶養利益の喪失が生じなかったとみることが相当
である。そして、上記の支給に係る損害が被害者の逸
失利益等の消極損害と同性質であり、かつ、相互補完
性を有することは、上記のとおりである。
　上述した損害の算定の在り方と上記のような遺族補
償年金の給付の意義等に照らせば、不法行為により死
亡した被害者の相続人が遺族補償年金の支給を受け、
又は支給を受けることが確定することにより、上記相
続人が喪失した被扶養利益が填補されたこととなる場
合には、その限度で、被害者の逸失利益等の消極損害
は現実にはないものと評価できる。
　以上によれば、被害者が不法行為によって死亡した
場合において、その損害賠償請求権を取得した相続人
が遺族補償年金の支給を受け、又は支給を受けること
が確定したときは、制度の予定するところと異なって
その支給が著しく遅滞するなどの特段の事情のない限
り、その填補の対象となる損害は不法行為の時に填補
されたものと法的に評価して損益相殺的な調整をする
ことが公平の見地からみて相当であるというべきであ
る（前掲最高裁平成22年9月13日第一小法廷判決等参
照）。」
　上記のとおり、本判決は、遺族補償年金は、被害者
の死亡による逸失利益等の消極損害と相互補完性があ
る一方、損害の元本に対する遅延損害金に係る債権
は、遺族補償年金による填補の対象となる損害と、相
互補完性があるということはできないこと、被害者の
相続人が遺族補償年金の支給を受け、又は支給を受け
ることが確定することにより、相続人が喪失した被扶
養利益が填補されたこととなる場合には、その限度
で、被害者の逸失利益等の消極損害は現実にはないも
のと評価できることから、制度の予定するところと異
なってその支給が著しく遅滞するなどの特段の事情の
ない限り、その填補の対象となる損害は不法行為の時
に填補されたものと法的に評価して損益相殺的な調整
をするとした。

3�　これまでの最判
　自賠責保険金について、最判平成11年10月26日交通
事故民事裁判例集32巻5号1331頁は、事故日から自賠
責保険金支払時までの遅延損害金への充当を認め、遺
族厚生年金について、最判平成16年12月20日判例タイ
ムズ1173号154頁は、事故時から遅延損害金が既に発
生しているとして、まず遅延損害金の支払債務に充当
されるべきであるとし、労災給付、障害基礎年金・厚
生年金が支給された事案において、最判平成22年9月
13日判例タイムズ1337号92頁、 判例時報2099号20頁
は、労災保険法に基づく各種保険給付や公的年金制度
に基づく各種年金給付は、損害の元本との間で、損益
相殺的な調整を行うべきであるとしていた。

4�　若干の考察	
　これまでも、死亡事案でも後遺障害事案でも、給付
される年金給付はどれも逸失利益と相互補完性があ
り、別異の取り扱いをすることが合理的かどうかは疑
問な点があるとする指摘がなされており、また、実務
的には、死亡事案や自賠責保険金では遅延損害金への
充当計算もせいぜい数回ですむところ、労災給付や障
害年金給付の遅延損害金への充当を認めると、給付が
多数回に及び充当計算が極めて煩瑣になることが大き
く影響している（これらが煩瑣であるとして遅延損害
金への充当を相当とは思われないとする見解として、
大島眞一「交通損害賠償訴訟における虚構性と精緻性」
判例タイムズ1197号27頁）とする見解もあった。
　本判決は遺族補償年金給付による填補の対象となる
損害と同性質であり、かつ、相互補完性を有するのは
逸失利益等の損害元本であり、遅延損害金でないこと
を明らかにし、また、都度遺族補償年金が支給され被
扶養利益が填補されることで逸失利益はないと評価で
きることを明らかにした上で、遺族補償年金の元本へ
の充当を認め、上記平成16年最判を変更した点で実務
上極めて重要な判決であるといえる。
　ただ、損害元本への充当の例外とされている「制度
の予定するところと異なってその支給が著しく遅滞す
るなどの特段の事情」があった場合の取扱について
は、どの部分につき、どの期間の遅延損害金に充当さ
れるのかなどの問題が残されている（例えば、1ヶ月遺
族補償年金の給付が遅延した場合には、当該年金額に
ついての1ヶ月分の遅延損害金についてのみ遅延損害
金に充当されるのか、別の充当方法になるのか、な
ど。）。
　また、上記平成11年最判が判示する自賠責保険金の
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遅延損害金からの充当が今後否定されるのかどうかも
問題となるも、自賠責保険金の性質は、遺族補償年金
等と異なり、まさに被害者の損害賠償の填補そのもの
であるから、平成11年最判は変更されないのではない
かと考えられる。

8
後遺障害の認定−PTSDについて
弁護士　北村幸裕

1�　PTSDとは
　PTSDとは、Post−traumatic Stress Disorderの頭文
字をとったもので、日本語では、「心的外傷後ストレ
ス障害」や「外傷後ストレス障害」といった名称で呼
ばれる精神疾患である。外傷によって脳に損傷が生じ
た結果発生する精神障害は器質性精神障害、脳に損傷
が生じていないものは非器質性精神障害と分類されて
いるが、PTSDは後者に含まれる。
　PTSDは、不法行為に基づく損害賠償請求におい
て、被害者が被った損害の内容、具体的には、残存し
た後遺障害の内容として主張されることがある。
　ところが、PTSDについては、その概念にあいまい
な点がある上、被害者の治療という観点からなされる
医師による診断と、加害者が賠償すべき範囲を画する
法的判断が必ずしも一致しないことから、不法行為と
PTSDを疑わせる症状との間の因果関係の有無が争わ
れることが多い。
　また、仮に因果関係が認められたとしても、後遺障
害該当性やその程度が争われるし、精神疾患であるが
ゆえに、被害者自身の心的要因が影響している可能性
が高く、素因減額の必要性が争われることとなる。
　そこで、以下では、PTSDの法的問題、中でも後遺
障害該当性を中心として整理することとする。

2�　医学的な診断基準と因果関係について
　医学的なPTSDの診断基準には、現時点で、①世界

保健機関（WHO）の診断基準であるICD−10、②アメ
リカ精神医学会（APA）の診断基準であるDSM−5

（2013年）の2つの基準がある。いずれもわかりにくい
表現であり、かつ多義的であることから、ここで具体
的に紹介することは避けるが、その共通点を挙げる
と、①自分又は他人が死ぬ又は重傷を負うような外傷
的な出来事を体験したこと（強烈な外傷体験）、②外傷
的な出来事が継続的に再体験されていること（フラッ
シュバック）、③外傷と関連した刺激を持続的に回避
すること、④持続的な覚醒亢進症状があること、とい
う要件になると思われる。
　これらの医学的な基準のうち①は、不法行為自体が
被害者に及ぼす影響の程度を要件としているのであっ
て、PTSD該当性の判断において、不法行為との因果
関係の有無の判断が同時に行われていることに注意を
要する。つまり、医師が不法行為によってPTSDに罹
患したとの診断を行うことは、医師が、不法行為と
PTSDを疑う症状との間の因果関係を肯定する判断を
行ったことになっているのである。
　しかし、相当因果関係の有無は、損害賠償の範囲を
画するという法的判断である以上、本来、専門ではな
い医師が、確定的に因果関係の有無の判断をすること
は困難である。
　また、PTSDの診断にあたっては、上記診断基準を
機械的に適用するのではなく、患者の治療の必要性な
ど様々な必要性から、当該基準を厳格に適用すると
PTSDに該当しないと判断されるケースであっても
PTSDとの診断がなされている場合があるようであ
り、医師によってPTSDの診断基準の運用・適用に差
異があることが指摘されている。
　そのため、医師による診断結果については、法的な
観点で見ると、慎重に判断する必要があり、少なくと
もPTSDの診断がなされたことをもって、安易に因果
関係を肯定することはできないと言うべきである。
　実際の裁判例においても、PTSDの該当性を否定し
たものが数多くあり、因果関係の認定は慎重に判断さ
れているといえる。

3�　労災保険および自賠責保険における後遺障害該当
基準

　PTSDが後遺障害に該当するか否かの客観的基準と
しては、平成15年10月1日以降治癒した後遺障害に適
用されている労災保険及び自賠責保険における後遺障
害認定基準が存在する。
　当該基準においては、PTSDに該当するかどうかと
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　PTSDについて
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